
労働政策フォーラム 「仕事と生活―企業における両立支援と女性の活用―」（2006. 3.8） 

 

 基 調 講 演  

ワークライフバランス社会へ 
日本女子大学 人間社会学部教授  

大沢真知子 

１．働くことに対するひとびとの意識の変化 

 

 

２．最近の労働市場の変化 

    労働力の非正規化 

 

 

３．経済のグローバル化 

    変化への柔軟性をシステムにどのように取り入れればいいのか 

 

 

４．女性の能力活用に必要な３つの柔軟性 

       働く場所 

       時間 

       再就職の機会 

 

５．経済のグローバル化にうまく対応した国は出生率も回復している 

    経済のグローバル化にうまく対応した国 

       アメリカ／イギリス 

       デンマーク 

       オランダ 

    出生率が回復している国 

       アメリカ、ノルウェー、デンマーク、ルクセンブルグ、 

       フィンランド、オランダ 

 

６．ワークライフバランス社会を実現するために何が必要か 

 

 



図表１ 「心の豊かさ」と「ものの豊かさ」についての意識の変化（男女別・世代別） 

 

 



図表２ 「仕事志向」と「余暇志向」を巡る意識の変化 

 

 

 

図表３ 末子の成長ステージ別主婦の働き方の希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：（株）アイデム「パート・アルバイト就業実態調査」（平成 12年） 
注：現在末子が 3 歳以下の主婦パートタイマー、専業主婦による、インターネットを通じて行ったアンケ
ート調査への回答結果である。 

出  典：「平成 14年版働く女性の実情」（厚生労働省） 



 

 

図表４ ライフ・キャリア・レインボー 

 

 



 

図表５ 欧米諸国の超過勤務時間の動向   
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（注）１ 非農業部門労働者。 
   ２ ここでは「超過勤務」は週 50時間以上と定義されている（日本とアメリカは 49時間以上）。 
   ３ オーストラリア、フィンランド、スウェーデンは 1995年と 2000年のデータ。 
   ４ アメリカは 1979年と 1998年のデータ。調査手法の変更のため厳密な比較はできない。 
   ５ 日本は 1993年と 2000年のデータ。 
出所：Working Time and Workers’ preferences in Industrialized Countries(2004) 
出典：労働政策研究・研修機構『ワーク・ライフ・バランス―欧米の動向とわが国への示唆』 
   （『ビジネス・レーバー・トレンド』2006年 1月号 6ページ）. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



図表６ 正社員・非正社員の割合の推移〔下段は総数に対する割合〕男女計 

 

  1987 年 1992 年 1997 年 2002 年 

34,565,000 38,062,000 38,542,000 34,557,000
正社員 

80.3% 78.3% 75.4% 68.0%

8,498,000 10,532,000 12,590,000 16,206,200
非正社員 

19.7% 21.7% 24.6% 31.9%

注１）役員を除く雇用労働者を総数とする 

 

 

図表７ 正社員・非正社員の割合の推移〔下段は総数に対する割合〕 女性 

 

 1987 年 1992 年 1997 年 2002 年 

10,309,000 11,962,000 11,755,000 10,144,900
正社員 

63.0% 63.5% 56.0% 47.0%

6071,000 6871,000 9,235,000 11,447,900
非正社員 

37.0% 36.5% 44.0% 53.0%

注１）役員を除く雇用労働者を総数とする 

資料出所：総務省『就業構造基本調査』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
図表８ 雇用形態の内訳別年齢階級別雇用者比率（女性） 

 

 

 

図表９ パート／アルバイト労働者増加の要因分解（1992年～2000年） 

 

 供給要因による寄与率 需要要因による寄与率 

パート ３３．２ ６２．４ 

アルバイト －２２．２ １２４．１ 

パート＋アルバイト ５．５ ９３．３ 

注：合計が１００％にならないのは、交差項が存在するため 

データ出所：総務省『就業構造基本調査』 

 

 

 

 

 

 



図表１０ 非正規雇用を含む所得格差（「就業構造基本調査」）  

 

図表１１ 妻の現在の就業形態別にみた子ども数と希望の子ども数 

（妻の年齢４０歳以上） 

あと何人ほしいか 
現在の子ども数

ほしくない １人 ２人 

 人 ％ ％ ％ 

正規の職員・従業員 2.03 62.6 18.4 14.8

パートタイム・アルバイト 2.17 80.2 12.5 5.7

派遣・嘱託 1.86 56.1 22 17.1

自営業・自由業 2.29 92 3.5 3.5

家族従業者 2.39 85.2 9.3 5.6

専業主婦 1.9 57.6 27.1 11

 

参考              現在の子ども数      （人） 

 1950 年 1974 年（都市部）

雇用者 1.58 1.7

家族従業者 2.46 2.13

専業主婦 2.5 2.2



図表１２ 合計特殊出生率と女性労働力率（15～64歳）1970、1985、2000年 
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図表１３ ライフステージ別に見た回答者自身の「短時間正社員」に対する希望 
 

 total 子どもが

未就学 

子どもが

小・中学生

子どもが

高校・大学生

子どもが

自立 

介護必要 高齢期 学習活動 社会活動 

全体 2,166 56 54.5 33.6 31.1 70.3 71 71.6 67.2 

男 1,076 42.1 29.8 14.9 20.3 70.6 72 73.1 66.5 

女 1,089 69.8 78.9 52 41.8 70.1 70.1 70.1 68 

資料出所：厚生労働省 「多様就業型ワークシェアリング制度導入意識調査・制度導入実態調査」 ２００４年 

 

図表１４ 多様な働き方導入にかかった費用 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
資料出所：Shirley Dex and Colin Smith, 
          The nature and pattern of family-friendly employment policies in Britain, Family and Work Series, The Policy Press,2002 


